政府、6月から水際対策緩和、観光も部分的に

1日2万人に拡大検討、GW後の感染状況が前提

　政府は6月から水際対策を緩和し、1日1万人の入国者制限を1日2万人に拡大するとともに、入国審査を簡素化し、ビジネス目的に限定している訪日外国人の受け入れを管理型など部分的に観光目的にも広げることを検討する。
ただし、その前提条件となるのは、ゴールデンウィーク（GW）明け後の感染状況で、連休後に感染者数が再び増加しており、今後の感染拡大次第では緩和を見直す可能性もある。
　岸田文雄首相は去る5月5日にロンドンで、「6月には他のG7諸国並みに円滑な入国が可能となるよう水際対策を緩和する」と表明した。G7並みとなれば、1日の入国者制限は撤廃され、入国後の抗原検査もなくなり、ほぼ国際往来の自由化が実現するが、6月から一挙にそこまでの緩和には進まない情勢だ。
　政府の新型コロナウイルス感染症対策分科会はGW前に、社会経済活動と感染対策を両立するために基本的な4つの考え方を示し、諸外国のような社会経済活動の本格的な再開に向けて、今後も段階的に進める方向を示し、欧米並みの緩和に慎重な姿勢を強調した。
　岸田首相はロンドンで、「日本は世界にオープン」と述べているが、実際は世界で最も閉ざされている国の一つとなっている。
　松野博一内閣官房長官も水際対策の緩和について、GW開け後の感染状況を見極めることを再三強調しており、感染者数が再び拡大している状況が続くと、6月の段階的な水際対策の緩和が遅れることが懸念される。
